
 

 

平成 31年 1月 12日 

会員各位 

一般社団法人 宮城県臨床検査技師会 

会長 藤巻 慎一 

(公印省略) 

 

「平成３０年度認知症対応力向上講習会Ｂ」(宮城県) 

についてのお知らせ 
 

謹啓  

この度、平成 31 年 2 月 16 日～17 日に開催される「平成３０年度認知症対応力向上講習

会Ｂ」の参加申込み期限を２月８日（金）まで延長をさせて頂きましたので、お知らせい

たします。つきましては、ご勤務先の関係者へのお声がけをいただきければ幸いです。 

皆様のご参加をお待ちしております。 

 謹白 

 

1． 開催日時 

平成 31年２月 16日（土）13時 00分～17時 00分(受付 12時 30分～) 

     ２月 17日（日） 9時 00分～16時 00分 

2． 会場 

公益財団法人 坂総合病院 ２階 教育ステーション・セミナー室 

   ※病院裏の防災室 夜間入口からお入りください  代表℡022―365－5175 

アクセス方法：JR仙石線・下馬駅下車すぐ  

尚、病院内の駐車場はご利用できませんので、 

自家用車でのお越しはご遠慮ください 

3． 受講料      

5,000 円 （受講者または受講者が所属する施設負担）※食事は各自ご用意ください 

4． 募集定員       

最大 15 名(定員になり次第締め切ります)  

5． 講師 

2名：社会福祉法人 三井記念病院 臨床検査部 松熊 美千代技師 

   株式会社 LSIメディエンス 感染症検査部 渋谷 俊介技師 

6． カリキュラム（500分～600分） 

コマ時間 テーマ 進行 

60分 

神経心理学的検査総論 

～認知症疾患医療センター、物忘れ外来、認

知症スクリーニングで主に活用される検査～ 

ビデオ視聴 

講師：国立長寿医療研究センターもの忘れセン

ター長 櫻井孝 

60分 
ＭＭＳＥ・ＨＤＳ-Ｒ・物忘れ相談プログラム

検査総論 

ビデオ視聴 

講師：鳥取大学医学部教授 日本認知症予防学

会理事長 浦上克哉 

90分 
ＭＭＳＥ・ＨＤＳ-Ｒ・物忘れ相談プログラム

検査の実習 
企画担当者が進行 

30分 ＡＤＡＳ検査総論 

ビデオ視聴 

講師：鳥取大学医学部附属病院神経内科鳥取県

基幹型認知症疾患医療センター臨床心理士 浜

田実央 

60分 ＡＤＡＳ検査の実習 企画担当者が進行 

30分 ＴＤＡＳ検査総論 

ビデオ視聴 

講師：鳥取大学医学部保健学科生体制御学講座

助教 河月稔 

60分 ＴＤＡＳ検査の実習 企画担当者が進行 



60分 
その他の簡易スクリーニング検査総論～道路

交通法改正もふまえて～ 

ビデオ視聴 

NPO高齢者安全運転支援研究会中村 拓司 

50分 その他の簡易スクリーニング検査の実習 企画担当者が進行 

 

※適時休憩を設定します。 

※カリキュラム開始前に「本事業の意義と目標」ビデオ視聴 9分があります 

7．主催 

 一般社団法人 宮城県臨床検査技師会 

一般社団法人  日本臨床衛生検査技師会（日臨技） 

8. 共催 

日本認知症予防学会 

9. 展示（企業） 

  日本光電工業株式会社東北支店 

10. 受講資格    

日臨技所属会員であること （必須）      

 都道府県臨床（衛生）検査技師会所属会員であること （必須）      

 検体採取等に関する厚生労働省指定講習会を修了していること （必須）      

 ｢検査説明・相談ができる臨床検査技師育成講習会｣の修了者で認定認知症領域検査技師  

   制度の講習会などの受講歴があることが望ましい 

11. 参加交通費(受講者または受講者が所属する施設負担) 

地図(下馬駅出て直ぐ左) 

      
12. 修了証        

  講習全課程修了者に履修修了証を宮城県臨床検査技師会が発行         

日臨技生涯教育研修会制度 一般教育研修課程 専門教科 20 点 

認定認知症領域検査技師制度 20 点  

    13. 事前参加申込方法        

別紙の参加者申込用紙に必要事項を記入の上、FAX にて下記までお申し込みください。 

FAX 申込み先：坂総合病院 生理検査室 阿部武彦  

FAX 番 号  ：（022)367-9037 

14. 申込み期限    

平成 31年２月８日（金）まで  

15. 受講について       

受講料は研修会当日、受付にて徴収いたします。 

16. 本講習会の目的       

別記掲載  

                                                                               以上   



                                                        

（別紙） 

 

参加申込用紙 

  

 参加希望者は、下記の必要事項をもれなく記載し、FAX にてお申し込みください 締切 2/8（金）。  

  申込み受付後、受付確認の連絡を E-mail でお送りします。  

受付確認メールが届かない場合、お手数ではございますが、担当者 坂総合病院 生理検査室 

 阿部    武彦 （022）367-9037 まで ご連絡ください。  

FAX 申込み先：坂総合病院 生理検査室 阿部武彦  

FAX 番 号  ：（022)367-9037 

   “注意事項”  申し込み後の連絡は E-mail で行いますので、連絡用 E-mail アドレスを必ずご記入ください。  

研修会名  平成 30 年度 認知症対応力向上講習会 B  

会員番号    

（ふりがな）  

漢字氏名 

  

施設名  
  

所属部署  
  

施設住所   

電話番号/FAX 番号  
  

連絡用 E-mail アドレス  
  

認定認知症領域検査技師を

受験する意向はありますか？  

・ 来年度以降受験したい ・ 今は考えていない  

認知症領域検査の経験があり

ますか？  

はい   ・   いいえ  

 はい に○をした方は以下の内容をお答えください。  

（ MMSE ・ HDS-R ・ ADAS ）  

（その他：                                          ） 

 

担当者：坂総合病院 生理検査室 阿部 武彦 

 TEL  （022)367-9037 E-mail：abe123jp@gmail.com 

 

以上 



 

 

（別紙） 

 

 

平成 30年度認知症対応力向上講習会Ｂの目的 

 
 

  平成 27 年 1 月 27 日に厚生労働省老健局より公開された「認知症施策推進総合戦略～認

知症高齢者等にやさしい地域づくりに向けて～（新オレンジプラン）」において、本戦略

の策定は“いわゆる団塊の世代が７５歳以上となる２０２５（平成３７）年を目指し、認

知症の人の意思が尊重され、できる限り住み慣れた地域のよい環境で自分らしく暮らし続

けることができる社会を実現”することにあるとし、“2017（平成 29）年度末等を当面の

目標設定年度”としている。 

このために、同戦略の「第 1．基本的考え方」で、認知症の容態に応じた適時・適切な医

療・介護等の提供（②）、認知症の予防法、診断法、治療法、リハビリテーションモデル、

介護モデル等の研究開発の推進（⑥）などが含まれている。 

同戦略の「第２．具体的な施策」においては、早期診断・早期対応のための体制整備と

して、認知症疾患医療センターの機能の明確化、認知症疾患医療センター以外の医療機関

での鑑別診断が求められているとともに、認知症初期集中支援チームの設置により早期に

認知症の鑑別診断が行われ、速やかに適切な医療・介護等が受けられる初期の対応体制の

構築、同チームが認知症専門医の指導の下で複数の専門職が、認知症が疑われる人又は認

知症の人やその家族を訪問・観察・評価、包括的・集中的な初期支援すべきことなどがあ

げられている。 

認知症の人の身体合併症等への対応を行う急性期病院等では、身体合併症への早期対応

と認知症への適切な対応のバランスのとれた対応が求められているが、現実には、認知症

の人の個別性に合わせたゆとりある対応が後回しにされ、身体合併症への対応は行われて

も、認知症の症状が急速に悪化してしまうような事例も見られる。身体合併症対応等を行

う医療機関での認知症への対応力の向上を図る観点から、関係団体による研修も積極的に

活用しながら、一般病院勤務の医療従事者に対する認知症対応力向上研修の受講を進める

としている。 

臨床検査技師は、早期診断、早期対応に欠かせない検査の実務を担当しており、当会会

員は急性期病院から一般病院、さらにはかかりつけ医となる診療所を含めて広く所属して

いる。 

一般社団法人日本臨床衛生検査技師会の認定センターでは、新オレンジプランが目指す

戦略目標に呼応すべく、日本認知症予防学会の協力を得て、平成 26 年度内に「認定認知症

領域検査技師制度」を構築した。３回の認定試験を経て平成 29年 4月までに 126名を超え

る認定技師が存在し、この中から選抜された 47 名が企画担当者向け講習会を修了して、本

講習会Ｂを担当する。 

同戦略の中には、交通安全の確保として、個人の運転能力の評価に応じた高齢運転者に

対する交通安全教育などを実施し、また、幅の広い歩道等やバリアフリー対応型の信号機

を整備し、道路標識・道路標示の高輝度化、標示板の大型化の推進、公共交通の充実など

高齢歩行者や高齢運転者の交通安全を確保する、とされており、平成 29年 3 月改正道路交

通法施行により高齢者免許更新時の認知症診断の義務化などが盛り込まれたが、社会問題

化している高齢者運転事故の多発に対し、認知症診断体制の確保も喫緊の課題となってい

ると見受けられる。 

本講習会事業では、認知症診断にかかせない神経心理学的検査をより多くの臨床検査技

師が担当できるようになることを目指しており、上述の諸課題に直結した「臨床検査技師

のための認知症対応力向上」として位置付けるものである。 

以上 
 


